
2025年８月
総務省自治行政局地域DX推進室

デジタル活用推進事業債及び
自治体DX推進計画の今後の方向性に係る説明会



デジタル活用推進事業債について

１



デジタル活用推進事業費の創設

○ 担い手不足が急速に深刻化するおそれがある中、デジタル技術を活用した行政運営の効率化・地域の課題解決等に

向けた取組をしていくため、「デジタル活用推進事業費」を創設。地方財政法の特例を設け、情報システムや情報通信機

器等の整備財源に活用できるデジタル活用推進事業債の発行を可能とする

(１) 行政運営の効率化・住民の利便性向上を図る自治体ＤＸの推進

① システムの導入（初期経費）

ア 住民サービスの提供に必要なシステムの導入

     イ 共同調達によるシステムの導入

② 情報通信機器等の整備

ア 住民利用の情報通信機器、住民サービスの提供に必要な職員利用の情報通
       信機器の購入

イ 公共施設のネットワーク環境の整備

(２） 地域の課題解決を図る地域社会ＤＸの推進

地方団体及び公共的団体等による地域の課題解決に資するシステムの導

入及び情報通信機器等の整備

（地域の課題解決）
・ 医療、交通等日常生活に不可欠なサービスの確保
・ 農林水産業、観光など地域産業の生産性向上 等

（書かない窓口）

（オンライン診療）

（オンライン申請）

（インフラ点検用ドローン）

（スマート農業）

デジタル活用推進計画 (デジタル活用による効率化の効果等を記載)に位置づけて実施する以下の事業１．対象事業

２．地方財政措置 地方債充当率：90％ 償還年限：５年

交付税措置率（地方単独事業）：50％

３．事業期間 令和11年度までの５年間

４．事業費 1,000億円※国庫補助事業の地方負担や一部の地方単独事業を除く

（水道スマートメーター）

※公営企業が実施する事業については、一般会計からの補助を対象とするほか、公営企業債（資金手当）も発行可能とする

※地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づく標準化のために必要な経費を除く

２



対象事業例：住民の利便性向上①

書かない窓口システムの整備

○ 申請書に一定の内容が自動的に入力されることによ
り、来庁者が申請書を記載する時間を短縮されるなど、
各種手続の住民負担等が可能となる書かない窓口シ
ステムを導入。

【想定される対象経費】
・書かない窓口システム導入経費
・上記システムと連携するための基幹システム等の改修
（関連システム）
・タブレット端末購入経費
・キャッシュレス機器購入経費

【想定される効果】
・住民の待ち時間を短縮
・住民の作業負担軽減
・職員の作業時間削減

【R7活用予定団体】
北海道上士幌町、埼玉県三郷市、兵庫県丹波市、
鹿児島県南九州市 等

○ ドローンにより橋梁等のインフラを撮影する。
○ 撮影した写真から、ＡＩにより損傷状況を抽出し、
損傷図を作成することで作業の効率化を図る。

ドローンを活用したインフラ点検の自動化

【想定される対象経費】
・ドローン購入経費
・ＡＩ解析システムの導入経費

【想定される効果（橋梁の場合）】
・点検時の安全性の向上
・通行止めを伴わないため、
・市民の利便性が向上
・職員の事務負担を低減
・点検コストの削減

【R7活用予定団体】
宮城県名取市、和歌山県御坊市

3※ 写真はイメージ



対象事業例：住民の利便性向上②

【想定される対象経費】
・図書貸出システム導入経費
・ICタグ購入経費
・電子図書館システム導入経費

【想定される効果】
・セルフ貸出等処理の時間短縮
・蔵書点検の効率化による
・休館日の減少
・図書館への移動時間削減

【R7活用予定団体】
石川県穴水町 等

図書貸出システムや電子図書館の整備

○ ICタグを活用した図書貸出システムを導入し、
セルフ貸出・返却や蔵書点検業務の効率化を図る。

○ 電子書籍が貸出可能となる電子図書館システム
を整備する。

【想定される対象経費】
・電子黒板購入経費
・指導者用端末購入経費
（※校務用端末購入経費は対象外）
・児童生徒1人1台端末購入
・経費（元利償還金に対する交付税措置なし。別に単位費用措置あり）
・学習用ソフトウェア購入経費
  (端末と一体として購入されるもの)
【想定される効果】
・児童生徒の学習効果の向上
・教員の授業の準備時間短縮、授業時の負担軽減
【R7活用予定団体】
山形県白鷹町、千葉県佐倉市、福井県鯖江市、
愛媛県西条市、福岡県田川市 等

公立学校におけるICT環境の整備

○ 授業において使用する児童生徒1人1台端末や
電子黒板、指導者用端末を購入。それぞれを連携
させることで、電子黒板に児童生徒の端末画面を
写したり、電子黒板と同じ画面を端末に配信したり、
双方向性のある授業が可能になる。

4※ 写真はイメージ



オンライン申請システム（自宅等からインターネットを利用して、行政手続を可能にするシステム）

証明書コンビニ交付システム（コンビニで各種証明書の取得を可能にするシステム）

キオスク端末（庁舎・公民館・郵便局等においてセルフで証明書を取得できる端末）

公共施設予約システム（公共施設の使用予約についてオンラインで可能にするシステム）

オンライン学習システム（教室以外の場所でオンライン学習を可能にするシステム）

こども見守りシステム（こどもが地域の見守りポイントを通過した情報を把握し保護者へ提供するシステム）

見守りカメラ・センサー（こどもの動静を把握し、システムに伝送するカメラ・センサー）

  健康応援アプリ（健康行動を記録しポイント化するアプリ）

母子手帳アプリ（母子手帳を電子交付し、子育て支援情報の発信や申請を可能にするシステム）

公開型GIS（GIS(地理情報システム)により、地図データ等を住民や事業者へ情報を公開するシステム）

氾濫状況モニタリングシステム（道路、河川の冠水状況等の監視をするシステム）

防災情報提供システム（防災情報や災害発生時の情報を発信・共有するシステム）

  河川水位センサー・カメラ（大雨時に河川の水位を把握し、システムへ伝送するセンサー・カメラ）

スマート除雪システム（積雪状況をカメラや衛星により収集し除雪の最適化を図るシステム）

降雪量センサー（降雪状況を検知、システムへ伝達するセンサー）

対象事業例：住民の利便性向上③
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３～４頁の事例のほか、住民の利便性向上のために必要な情報システム・情報通信機器の具体例として以下のようなものが考えられる。

フロントヤードシステムとデータ連携するためのシステムの改修（オンライン申請システム等で申請された情報を職員が手入力することなく、データ対応を
可能とするために必要なバックヤードの業務システムの改修）

eLTAX公金収納のための関連システム改修（eL-QRを付した公金納付書を発行し、eLTAXとデータ連携するためのシステム改修）

※ デジタル活用推進事業債の対象となる情報システムの導入又は改修の効果を十分に発揮させるために併せて行う関連システムの導入又は
改修についても、デジタル活用推進事業債の対象となる。具体的には以下のような場合が考えられる。

公民館等住民窓口拠点施設内のLAN環境の構築
学校施設内のLAN環境の強化

※ デジタル活用推進事業債において対象となる情報通信機器を利用するための公共施設内のLAN整備には、デジタル活用推進事業債の
活用が可能。具体的には以下のような場合が考えられる。



対象事業例：共同調達による情報システムの整備

○ 共同調達によるシステムの導入は、複数の地方公共団体間で合意した単一の仕様書等に基づき単一の事業
者からシステムを共同で調達するものであって、個別地方公共団体が調達する場合に比べ、調達コストの縮減が
見込まれるものがデジタル活用推進事業債の対象。

※ 共同調達によるシステムの導入については、内部管理に関する情報システム（専ら地方公共団体等内部の事
務処理において利用され、直接・明確な導入効果が住民に生じないもの）であってもデジタル活用推進事業債
の活用が可能。

6※ 事例の詳細については「自治体DX推進参考事例集【4.共同調達】」（総務省自治行政局地域DX推進室）に掲載しています。

共同調達による情報システムの整備

○ 県と県内市町村が参加する協議会において、情報システムの仕様書作成
や入札による事業者選定を実施した上で、各自治体において契約締結を行う。

〇 入札時の仕様書に、各団体におけるオプションの有無等を含めることで、
  落札後の契約協議を効率化。
【想定される対象経費】
・情報システム導入経費
【想定される効果】
・各自治体における仕様書策定や事業者選定負担の軽減
・標準価格からの割引効果
・各団体が同一のサービスを利用することによる情報共有による運用効率化

【内部管理に関する情報システムの例】
財務会計システム、人事給与システム、文書管理システム、税務システム、予算編成システム、職員健康管理システム、テレ
ワークシステム、教員免許管理システム、設計・工事積算・施工管理システム 等

共同調達のスキーム例



対象事業例：地域社会の諸課題の解決①

【想定される対象経費】
・ドローン購入経費
・注文システム導入経費
・配送経路管理システム
・導入経費

【想定される効果】
・買い物弱者の利便性向上

【R7活用予定団体】
新潟県阿賀町

ドローン物流システムの整備
（省令第2条の21 3号ロ 農林水産業、観光産業、商工業その他

の地域産業の生産性向上）

○ 医薬品や日用品を購入するため高齢者でも使
いやすい注文システムを構築するとともに、配送す
るためのドローンを購入。

コワーキングスペースにおけるPC等の整備
（省令第2条の21 3号イ 移住及び定住並びに地域間交流の促進）

○ 自治体や公共的団体等が運営するコワーキングス
ペースに、貸出用PCを整備するとともに、当該PCを
利用するためにLAN整備を実施。

※ デジタル活用推進事業債において対象となる情報通信機器を利用するため
の公共施設内のLAN整備にはデジタル活用推進事業債の活用が可能。

【想定される対象経費】
・利用者用PC購入経費
・LAN整備に要する経費

【想定される効果】
・コワーキングスペースの
・利用者増による地域
・間交流の促進
・利用者の利便性向上

7
※公共的団体等とは、地財法第５条５号に規定する公共的団体（公益財団法人、公益社団法人、農業協同組合、商工会、
商工会議所、社会福祉法人など）及び地方財政法施行令第１条に規定する出資法人を指す。 ※ 写真はイメージ



対象事業例：地域社会の諸課題の解決②

保育所支援システムの整備
（省令第2条の21 3号ホ 子育て環境の確保）

○ 保育所において、システム上での登降園管理や
欠席・延長保育の申請受付、保育士・保護者間
の連絡等が可能なシステムを構築。

【想定される対象経費】
・保育所支援システム導入経費

【想定される効果】
・保護者への情報共有の
・即時化
・保育士、保護者の作業負担
/軽減による保育の質の向上

【R7活用予定団体】
静岡県吉田町、京都府京丹波町、大阪府吹田市

交通アプリシステムの整備
（省令第2条の21 3号ハ 日常的な移動のための交通手段の確保）

○ コミュニティバスの位置情報の把握や、乗合タクシー
の予約ができる交通アプリシステムを開発。

○ 交通弱者の移動手段を確保できるほか、運行管
理に係る労力を軽減。

【想定される対象経費】
・交通アプリシステム導入経費
・GPS機器購入経費

【想定される効果】
・地域公共交通の最適化
・交通弱者の移動手段
・の確保
・乗合タクシー等の運行管理
/業務に係る労力の軽減

【R7活用予定団体】
奈良県御所市

8

システム上で
登降園を管理

※ 写真はイメージ



対象事業例：地域社会の諸課題の解決③

【想定される対象経費】
・オンライン診療システム導入経費
・診療用端末購入経費

【想定される効果】
・受診機会の確保
・移動時間の削減

オンライン診療システムの整備
（省令第2条の21 3号ト 医療の確保）

○ PC等により公民館等で医師の診療を受けることが
できるオンライン診療システムを整備。

高齢者見守りシステムの整備
（省令第2条の21 3号へ 保健及び福祉の向上）

○ 一人暮らし高齢者や見守りを必要とする高齢者
世帯などを対象に、自宅へ緊急通報システムの人
感・室温センサーを設置し、24時間365日の見守
りを実施。

9

【想定される対象経費】
・人感・室温センサー等購入費
・緊急通報装置購入費

【想定される効果】
・高齢者の生活状況の把握
・緊急時の早期対応

【R7活用予定団体】
北海道南幌町

※ 写真はイメージ



対象事業例：地域社会の諸課題の解決④

観光アプリの構築とデータ活用
（省令第2条の21 3号ロ 農林水産業、観光産業、商工業その他

の地域産業の生産性向上）

○ 公益社団法人（公共的団体）である観光協会
の観光アプリ構築事業に対して自治体が補助金を
支出。

○ システム上で観光施設や飲食店情報などを集積し
オープンデータ化するとともに、アプリ利用者の操作ロ
グをビッグデータとして活用し、観光産業の生産性向
上に繋げる。

【想定される対象経費】
・観光アプリ導入経費
・データ利活用基盤システム導入
・経費

【想定される効果】
・観光客への情報提供やビッグ
・データを地域に還元することに
・よる産業の生産性向上

【想定される対象経費】
・バスロケーションシステム
/導入経費

【想定される効果】
・市バスを利用する市民
・及び観光客の利便性が
・向上（混雑緩和等）

【R7活用予定団体】
京都府京都市

市バスのリアルタイム運行情報の発信
（省令第2条の21 3号ハ 日常的な移動のための交通手段の確保）

○ 市バスのリアルタイム運行情報（車内混雑度や
走行位置等）を把握することができるシステムを
導入。

10

① バスからシステムへ車内混雑度や走行位置等を送信

② それらの情報を利用者へ発信（ＷＥＢ、バス停）

→ 混雑状況を踏まえてバスを選択可能

（空いている次のバスを利用するなど）

※ 写真はイメージ



対象事業例：地域社会の諸課題の解決⑤

水道管路劣化予測システムの整備
（省令第2条の21 3号ニ 生活環境の維持及び管理）

○ 水道管路データ（口径・管種等）や漏水履歴
等の情報を用い、AIにより管路の劣化状態を予
測・診断。

【想定される対象経費】
・水道管路劣化予測システム
・導入経費

【想定される効果】
・管路の維持管理の最適化
・漏水の予防

【R7活用予定団体】
京都府京丹波町

【想定される対象経費】
・水道スマートメーター購入経費

【想定される効果】
・検針の手間の軽減
・漏水の早期発見

【R7活用予定団体】
兵庫県丹波市

水道スマートメーターの整備
（省令第2条の21 3号ニ 生活環境の維持及び管理）

○ 水道スマートメーターを導入し、自動的に検針を
実施。

○ 各住居を訪問することなく検針データを把握する
ことができるほか、漏水箇所の早期発見が可能。

11※ 写真はイメージ



対象事業例：地域社会の諸課題の解決⑥

浄水場等運転監視システムの整備
（省令第2条の21 3号ニ 生活環境の維持及び管理）

○ タブレット端末等により、時間、場所を問わず、全
上水道施設の状況のより細かな監視が可能となる、
クラウド型遠隔監視システムを導入。

【想定される対象経費】
・遠隔監視システム導入経費
・タブレット端末購入経費

【想定される効果】
・クラウドを活用することにより職員
・間の情報共有が即時化され、
・異常が生じた際の対応の迅速化

【R7活用予定団体】
・徳島県三好市

【想定される対象経費】
・トンネル軌道点検システム導入経費
・レーザースキャナー購入経費

【想定される効果】
・点検時間の削減
・点検精度の向上

トンネル軌道点検システムの整備
（省令第2条の21 3号ニ 生活環境の維持及び管理）

○ データ計測車両から収集した鉄道トンネル内の情
報を即時にデータベース化し、AIによる解析を行う
トンネル点検システムを導入。

12※ 写真はイメージ



＜移住及び定住並びに地域間交流の促進＞※移住及び定住並びに地域間交流を促進するものが対象
移住定住支援ポータルサイト（移住相談の受付や移住定住情報に関する情報を提供するポータルサイト）

＜農林水産業、観光産業、商工業その他の地域産業の生産性向上＞
※農林水産業、観光産業、商工業等の地域産業の売上増加、コスト削減等により生産性を向上させるものが対象

営農環境モニタリングシステム（ハウス内の温度環境等をモニタリングし、出荷時期の予測を可能にするシステム）

農業用ドローン（農薬や肥料を散布するドローン）

地域通貨システム（地域電子マネー導入によるキャッシュレス化を行うシステム）

＜日常的な移動のための交通手段の確保＞※地域公共交通の利用機会や質を維持確保するものが対象
オンデマンド交通システム（AIを活用した効率的な配車により、利用者予約に対し最適配車を行うシステム）

交通キャッシュレス機器（交通系ICカード、クレジットカードタッチ決済等を可能とするための機器）

＜生活環境の維持及び管理＞※上下水道等の生活インフラを維持管理するものが対象
管路等劣化状況点検用ドローン（管路内を走行し全方位画像を取得する調査用ドローン）

内水氾濫に関する情報配信システム（水位・降雨等データの計測及び情報伝達・配信システム）

＜子育て環境の確保＞※地域の子育て環境や保育の質を維持確保するものが対象
保育所こども見守りカメラ（保育所におけるこどもの見守りカメラ）

＜保健及び福祉の向上＞※地域保健福祉の機会や質を維持確保するものが対象
歩行姿勢測定システム（フレイル予防のため、高齢者の歩行を見える化・評価するためのシステム）

介護施設内見守りシステム（部屋やベッドに設置するセンサーやカメラ、AIを用いて施設利用者の異常や予兆を検知するシステム）

＜医療の確保＞※地域医療の受診機会や質を維持確保するものが対象
遠隔画像診断システム（通信ネットワークを利用して遠方の専門医がCTやMRIなどの医療画像から診断を行うシステム）

地域医療連携システム（複数の医療機関で患者の診療情報、検査結果、入退院調整の管理等を共有するシステム）

対象事業例：地域社会の諸課題の解決⑦
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地域社会の諸課題を解決するために必要な情報システム・情報通信機器

７～１２頁の事例のほか、地域の諸課題必要な情報システム・情報通信機器の具体例として以下のようなものが考えられる。



項 目 デジタル活用推進
事業債

単位費用

学習者用端末 義務（補助） △ ○

高校（単独） △ ○

教員用端末等 指導者用端末 ○ ×

ネットワーク統合後端末 ○ ×

校務用端末 × ○

業務用ディスプレイ × ○

その他 大型提示装置（電子黒板等） ○ ×

実物投影機 × ○

無線ＬＡＮアクセスポイント × ○

△資金手当
○事業費補正あり

○ 児童生徒が利用する情報通信機器、教員が使用する学習指導のための情報通信機器の購入については、
デジタル活用推進事業債の対象。なお、教職員の事務処理を目的とする機器等は対象外。

14

学校のＩＣＴ環境整備３か年計画におけるデジタル活用推進事業債の取扱い



デジタル活用推進計画の様式の変更点等①

①起債の目的（詳細）（F列）
「起債の目的」欄（E列）について「単独事業（地域社会の諸課題）」を選択した場合には、該当する項目を選択
すること。

②起債の目的（詳細）（G列）
「起債の目的」欄（E列）について「補助事業（新しい地域経済・生活環境創生交付金デジタル実装型）」を選択
した場合には、該当する項目を選択すること。
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団体（組合）名 起債の目的

起債の目的（詳細）
※起債の目的欄（E列）で「単独
事業（地域の諸課題）」を選択し

た場合に入力

起債の目的（詳細）
※起債の目的欄（E列）で「補助
事業（新しい地域経済・生活環
境創生交付金デジタル実装型）

を選択した場合に入力

○○県○○市 単独事業（地域社会の諸課題）
b　農林水産業、観光産業、商工
業その他の地域産業の生産性
の向上

○○県○○市
補助事業（新しい地域経済・生
活環境創生交付金デジタル実装
型）

c　日常的な移動のための交通
手段の確保


別添１（計画）



						（別添１） ベッテン																																		〇		〇

				情報通信技術の活用の推進に関する計画（デジタル活用推進計画） ジョウホウツウシン ギジュツ カツヨウ スイシン カン ケイカク																																				×		-



																																団体名　　　　　〇〇県●●市 シ

						１．デジタル技術の活用の推進に関する基本的な方針 ギジュツ カツヨウ スイシン カン キホンテキ ホウシン



						「●●市DX推進戦略2025」 (https://www.city.aaa.lg.jp/dx/strategy2025.html)

○　「デジタルでつながる便利で快適な市役所」「デジタルの利便性とセキュリティのバランスがとれた高品質なサービス」「デジタルを生かした安全・安心で安定したくらし」の価値観の下、「市政のDX」「地域社会のDX」に取り組む



						２．「自治体におけるシステム整備の考え方」への適合 ジチタイ セイビ カンガ カタ テキゴウ

						○		情報システムについては、自治体DX推進計画「３．（２）自治体におけるシステム整備の考え方」に沿って導入されるものであること。 ジョウホウ ジチタイ スイシン ケイカク ジチタイ セイビ カンガ カタ ソ ドウニュウ



						３．情報システム等の整備に係る実施期間、事業費その他の事業内容 ジョウホウ トウ セイビ カカワ ジッシ キカン ジギョウヒ タ ジギョウ ナイヨウ																								４．情報システム等の整備に係る事業の効果等 ジョウホウ トウ セイビ カカ ジギョウ トウ



						No.		団体（組合）名 ダンタイ クミアイ ナ		起債の目的 ショウサイ		起債の目的（詳細）
※起債の目的欄（E列）で「単独事業（地域の諸課題）」を選択した場合に入力 キサイ モクテキ ショウサイ キサイ モクテキ ラン レツ タンドク ジギョウ チイキ ショカダイ センタク バアイ ニュウリョク		起債の目的（詳細）
※起債の目的欄（E列）で「補助事業（新しい地域経済・生活環境創生交付金デジタル実装型）を選択した場合に入力 キサイ モクテキ ショウサイ キサイ モクテキ ラン レツ ホジョ ジギョウ アタラ チイキケイザイ セイカツカンキョウソウセイコウフキン ジッソウ ガタ センタク バアイ ニュウリョク		事業名 ジギョウ メイ		整備内容 セイビ ナイヨウ		補助金
※一般会計が公営企業会計や公共的団体等への補助事業を行う場合に「○」を記載 ホジョ キン		補助先
※補助金（J列）が○の場合、具体的な補助先を記入 ホジョ サキ ホジョキン レツ バアイ グタイテキ ホジョ サキ キニュウ		実施期間 ジッシ キカン		R7事業費
（単位：百万円） ジギョウヒ ヒャクマン				情報システム等の整備に係る事業の効果
（関連システムの詳細）
【一般会計補助金の考え方】 ジョウホウ トウ セイビ カカワ ジギョウ コウカ カンレン ショウサイ イッパン カイケイ ホジョ カネ カンガ カタ

						1		○○県○○市 ケン シ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ						書かない窓口システム カ マドグチ		書かない窓口システム開発 カ マドグチ カイハツ						R6検討、R7～R8導入 ケントウ ドウニュウ		100.0				・本人情報の入力作業や窓口における作業待ち時間（10分/人）を縮減 フン ニン

						2		○○県○○市 ケン シ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ						オンライン申請システム シンセイ		オンライン申請SaaS移行 シンセイ イコウ						R6検討、R7導入 ケントウ ドウニュウ		30.0				・窓口への来訪が不要となる。
・申請結果の早期受取り ウ ト

						3		○○県○○市 ケン シ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		d　生活環境の維持及び管理 セイカツ カンキョウ イジ オヨ カンリ				財務会計システム（オンライン申請システム関連） ザイム カイケイ シンセイ カンレン		関連システムデータ連携改修 カンレン レンケイ カイシュウ						同上 ドウジョウ		20.0				・同上
（財務会計システムで納付書等を発行しているが、オンライン申請システムの改修に伴う連携データ型の変更に合わせ、改修が必要となる） ドウジョウ シンセイ カイシュウ トモナ レンケイ カタ ヘンコウ ア カイシュウ ヒツヨウ

						4		○○県○○市 ケン シ		単独事業（行政運営の効率化（共同調達）) タンドク ジギョウ ギョウセイ ウンエイ コウリツ カ キョウドウ チョウタツ						財務会計システム ザイム カイケイ		○○県ＤＸ協議会が開発するシステムへの負担金 ケン キョウギカイ カイハツ フタンキン						R6検討、R7設計、R8開発 ケントウ セッケイ カイハツ		80.0				・前回独自開発の財務システム更新時に比べ、開発経費を△70百万円削減
・前回独自開発の財務システムに比べ、保守運用経費を△5百万円/年削減 カイハツ ケイヒ ヒャクマン ホシュ ウンヨウ ケイヒ ヒャクマンエン ネン サクゲン

						5		○○県○○市 ケン シ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		d　生活環境の維持及び管理 セイカツ カンキョウ イジ オヨ カンリ				インフラ用点検ドローン ヨウ テンケン		点検用ドローン20機購入 テンケンヨウ キ コウニュウ						R6検討、R7導入 ケントウ ドウニュウ		1.0				・点検頻度を向上(全橋梁/年)し安全性を確保
・点検時の道路通行止めが不要に
・人手で行っていた橋梁点検外部委託費20百万円/年を廃止 ジョウホウツウシンキキ ヒャクマン

						6		○○県○○市 ケン シ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		d　生活環境の維持及び管理 セイカツ カンキョウ イジ オヨ カンリ				水道スマートメーター スイドウ		スマートメーター2,000戸分購入に対する補助 コブン コウニュウ タイ ホジョ		○		水道事業会計 スイドウ ジギョウ カイケイ		R7機器導入 キキ ドウニュウ		20.0				・2,000戸に係る漏水箇所の早期の把握
・検針員の年間作業時間を15％縮減
【事業費の一部について、料金での回収が可能であるため、1/2を補助】 コ カカ ソウキ ハアク ケンシンイン ネンカン サギョウ ジカン シュクゲン ジギョウヒ イチブ リョウキン カイシュウ カノウ ホジョ

						7		○○県○○市 ケン シ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		g　医療の確保 イリョウ カクホ				オンライン診療 シンリョウ		拠点(公民館を活用)における端末・ネットワーク環境の整備に対する補助 キョテン コウミンカン カツヨウ タンマツ カンキョウ セイビ タイ ホジョ		○		病院事業会計		R7～R8拠点整備 キョテン セイビ		50.0				・●●地区（人口300人）の住民が地域で医療を受けることが可能となる
・医師の●●地区訪問診察(１回/週)が不要に
【●●地区の医療受診機会を確保するため、全額を補助】 チク ジンコウ ニン カノウ イシ チク ホウモン シンサツ カイ シュウ フヨウ イリョウ ジュシン キカイ カクホ ゼンガク

						8		○○県○○市 ケン シ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		b　農林水産業、観光産業、商工業その他の地域産業の生産性の向上 ノウリン スイサンギョウ カンコウ サンギョウ ショウコウギョウ タ チイキ サンギョウ セイサンセイ コウジョウ				スマート農業機器 ノウギョウ キキ		農家に貸与する農薬散布ドローンの購入に対する補助 ノウカ タイヨ ノウヤク サンプ コウニュウ タイ ホジョ		○		農業協同組合		R6～R8		40.0				・地域の農業事業者の所得を３％向上
・害虫被害の低減
【国庫補助事業の補助率と同率とし、1/4を補助】 ショトク コッコ ホジョ ジギョウ ホジョリツ ドウリツ ホジョ

						9		○○県○○市 ケン シ		補助事業（新しい地域経済・生活環境創生交付金デジタル実装型） ホジョ ジギョウ アタラ チイキ ケイザイ セイカツ カンキョウ ソウセイ コウフキン ジッソウ ガタ				c　日常的な移動のための交通手段の確保 ニチジョウテキ イドウ コウツウ シュダン カクホ		スマート農業機器ロック事業 ノウギョウ キキ ジギョウ		小中学校の体育館の鍵をスマートロックに変更 ショウチュウガッコウ タイイクカン カギ ヘンコウ						R7機器導入 キキ ドウニュウ		10.0				・予約事務にかかる業務量の縮減
・災害時における迅速な避難所開設 ヨヤク ジム ギョウムリョウ シュクゲン サイガイジ ジンソク ヒナンジョ カイセツ

						10		○○県○○市 ケン シ		補助事業（公立学校情報機器整備費補助金） ホジョ ジギョウ コウリツ ガッコウ ジョウホウ キキ セイビヒ ホジョキン						公立学校情報機器整備事業 コウリツ ガッコウ ジョウホウ キキ セイビ ジギョウ		学習者用端末の更新 ガクシュウシャ ヨウタンマツ コウシン						R7機器更新 キキ コウシン		49.0				・端末の更新による学習環境の整備 タンマツ コウシン ガクシュウ カンキョウ セイビ

						計 ケイ																				400.0































						単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ						a　移住及び定住並びに地域間交流の促進 イジュウ オヨ テイジュウ ナラ チイキカン コウリュウ ソクシン		a　移住及び定住並びに地域間交流の促進 イジュウ オヨ テイジュウ ナラ チイキカン コウリュウ ソクシン						指定避難所における避難者の生活環境の改善のためのWi-Fiの整備

						単独事業（住民の利便性向上（高等学校の学習者用端末の整備）） タンドク ジギョウ コウトウ ガッコウ ガクシュウシャ ヨウタンマツ セイビ						b　農林水産業、観光産業、商工業その他の地域産業の生産性の向上 ノウリン スイサンギョウ カンコウ サンギョウ ショウコウギョウ タ チイキ サンギョウ セイサンセイ コウジョウ		b　農林水産業、観光産業、商工業その他の地域産業の生産性の向上 ノウリン スイサンギョウ カンコウ サンギョウ ショウコウギョウ タ チイキ サンギョウ セイサンセイ コウジョウ						同報系の市町村防災行政無線の戸別受信機、FM放送の自動起動ラジオ、MCA陸上移動通信システムの屋内受信機、市町村デジタル移動通信システムの屋内受信機、280MHz帯電気通信業務用ページャーの屋内受信機、放送波を用いた伝達手段の屋内受信機の配備

						単独事業（行政運営の効率化（共同調達）) タンドク ジギョウ ギョウセイ ウンエイ コウリツ カ キョウドウ チョウタツ						c　日常的な移動のための交通手段の確保 ニチジョウテキ イドウ コウツウ シュダン カクホ		c　日常的な移動のための交通手段の確保 ニチジョウテキ イドウ コウツウ シュダン カクホ						防災情報システムのシステム改修等

						単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ						d　生活環境の維持及び管理 セイカツ カンキョウ イジ オヨ カンリ		d　生活環境の維持及び管理 セイカツ カンキョウ イジ オヨ カンリ						災害時オペレーションシステムのシステム改修等

						補助事業（公立学校情報機器整備費補助金） ホジョ ジギョウ コウリツ ガッコウ ジョウホウ キキ セイビヒ ホジョキン						e　子育て環境の確保 コソダ カンキョウ カクホ		e　子育て環境の確保 コソダ カンキョウ カクホ						携帯電話網等を活用した情報伝達手段の個別端末の配備

						補助事業（新しい地域経済・生活環境創生交付金デジタル実装型） ホジョ ジギョウ アタラ チイキ ケイザイ セイカツ カンキョウ ソウセイ コウフキン ジッソウ ガタ						f　保険及び福祉の向上 ホケン オヨ フクシ コウジョウ		f　保険及び福祉の向上 ホケン オヨ フクシ コウジョウ						携帯電話網等を活用した情報伝達手段を整備する際に必要となる庁舎側設備のソフト改修等

												g　医療の確保 イリョウ カクホ		g　医療の確保 イリョウ カクホ

														h　住民の利便性向上 ジュウミン リベンセイコウジョウ

























別添２（対応関係）

														（別添２） ベッテン

				対象事業と起債の目的・記載する効果との対応関係 タイショウ ジギョウ キサイ モクテキ キサイ コウカ タイオウ カンケイ







				対象事業 タイショウ ジギョウ								起債の目的 キサイ モクテキ		記載する効果 キサイ コウカ

				①地方単独事業 チホウ タンドク ジギョウ		 ア　情報システムの導入又は改修 ジョウホウ ドウニュウ マタ カイシュウ		(ｱ) 住民に対して提供するサービスに係る業務（内部管理に関するものを除く。）において当該住民の利便性の向上のために必要な情報システム				単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		住民の利便性の向上 ジュウミン リベンセイ コウジョウ

								(ｲ) 行政運営の効率化を図るために地方公共団体が共同して調達を行う情報システム				単独事業（行政運営の効率化（共同調達）） タンドク ジギョウ ギョウセイ ウンエイ コウリツ カ キョウドウ チョウタツ		行政運営の効率化 カ

								(ｳ) 地域社会の諸課題を解決するために必要な情報システム（特定の者の利益を目的とするものを除く。）				単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		地域の課題解決 チイキ カダイ カイケツ

						 イ　情報通信機器等の整備 ジョウホウツウシン キキ トウ セイビ		(ｱ) a 住民に対して提供するサービスにおいて当該住民の利便性向上のために当該住民及び当該サービスを提供する職員が利用する情報通信機器の購入（内部管理に関するものを除く。） タイ トウガイ ジュウミン リベンセイ コウジョウ トウガイ ジュウミン オヨ トウガイ テイキョウ ショクイン リヨウ ジョウホウ ツウシン キキ コウニュウ ナイブ カンリ カン ノゾ				単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		住民の利便性の向上 ジュウミン リベンセイ コウジョウ

												単独事業（住民の利便性向上（高等学校の学習者用端末の整備）)		住民の利便性の向上 ジュウミン リベンセイ コウジョウ

								(ｱ) b 地域社会の諸課題を解決するために必要な情報通信機器の購入（特定の者の利益を目的とするものを除く。） ヒツヨウ ツウシン キキ コウニュウ トクテイ モノ リエキ モクテキ ノゾ				単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		地域の課題解決 チイキ カダイ カイケツ

								(ｲ) (ｱ)に掲げる情報通信機器を利用するための公共施設内のLAN整備				単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		住民の利便性の向上 ジュウミン リベンセイ コウジョウ

												単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		地域の課題解決 チイキ カダイ カイケツ

				②国庫補助事業 コッコ ホジョ ジギョウ		ア　公立学校情報機器整備費補助金による事業（公立学校情報機器購入事業に限る。）						補助事業（公立学校情報機器整備費補助金） ホジョ ジギョウ コウリツ ガッコウ ジョウホウ キキ セイビヒ ホジョキン		住民の利便性の向上 ジュウミン リベンセイ コウジョウ

						イ　新しい地域経済・生活環境創生交付金デジタル実装型による事業 ジギョウ						補助事業（新しい地域経済・生活環境創生交付金デジタル実装型） ホジョ ジギョウ アタラ チイキ ケイザイ セイカツ カンキョウ ソウセイ コウフキン ジッソウ ガタ		住民の利便性の向上
行政運営の効率化
地域の課題解決
のいずれか該当するもの ジュウミン リベンセイ コウジョウ ギョウセイ ウンエイ コウリツカ チイキ カダイ カイケツ ガイトウ







デジタル活用推進計画の様式の変更点等②

③補助金（J列）
地方公共団体の一般会計等から補助を行う場合は、「○」を記載する（国庫補助事業として実施される事業につ
いて「○」を記載するものではないこと）。

④補助先（K列）
③で「○」を記載した場合、補助先を具体的に記載する。
・地方公共団体の一般会計等から公営企業に補助を行う場合は、補助先となる公営企業の会計名を記載する。
例：水道事業会計
・地方公共団体の一般会計等から公共的団体等に補助を行う場合は、補助先の名称を記載する。
例：農業協同組合
・なお、「補助先」欄（K列）が個人や民間企業等となっていないか確認すること。
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事業名 整備内容

補助金
※一般会計が公営企業会計
や公共的団体等への補助事
業を行う場合に「○」を記載

補助先
※補助金（J列）が○の場合、具体

的な補助先を記入

スマート農業機器 農家に貸与する農薬散布ドローンの購入に対する補助 ○ 農業協同組合

スマート農業機器ロック事業 小中学校の体育館の鍵をスマートロックに変更


別添１（計画）



						（別添１） ベッテン																																		〇		〇

				情報通信技術の活用の推進に関する計画（デジタル活用推進計画） ジョウホウツウシン ギジュツ カツヨウ スイシン カン ケイカク																																				×		-



																																団体名　　　　　〇〇県●●市 シ

						１．デジタル技術の活用の推進に関する基本的な方針 ギジュツ カツヨウ スイシン カン キホンテキ ホウシン



						「●●市DX推進戦略2025」 (https://www.city.aaa.lg.jp/dx/strategy2025.html)

○　「デジタルでつながる便利で快適な市役所」「デジタルの利便性とセキュリティのバランスがとれた高品質なサービス」「デジタルを生かした安全・安心で安定したくらし」の価値観の下、「市政のDX」「地域社会のDX」に取り組む



						２．「自治体におけるシステム整備の考え方」への適合 ジチタイ セイビ カンガ カタ テキゴウ

						○		情報システムについては、自治体DX推進計画「３．（２）自治体におけるシステム整備の考え方」に沿って導入されるものであること。 ジョウホウ ジチタイ スイシン ケイカク ジチタイ セイビ カンガ カタ ソ ドウニュウ



						３．情報システム等の整備に係る実施期間、事業費その他の事業内容 ジョウホウ トウ セイビ カカワ ジッシ キカン ジギョウヒ タ ジギョウ ナイヨウ																								４．情報システム等の整備に係る事業の効果等 ジョウホウ トウ セイビ カカ ジギョウ トウ



						No.		団体（組合）名 ダンタイ クミアイ ナ		起債の目的 ショウサイ		起債の目的（詳細）
※起債の目的欄（E列）で「単独事業（地域の諸課題）」を選択した場合に入力 キサイ モクテキ ショウサイ キサイ モクテキ ラン レツ タンドク ジギョウ チイキ ショカダイ センタク バアイ ニュウリョク		起債の目的（詳細）
※起債の目的欄（E列）で「補助事業（新しい地域経済・生活環境創生交付金デジタル実装型）を選択した場合に入力 キサイ モクテキ ショウサイ キサイ モクテキ ラン レツ ホジョ ジギョウ アタラ チイキケイザイ セイカツカンキョウソウセイコウフキン ジッソウ ガタ センタク バアイ ニュウリョク		事業名 ジギョウ メイ		整備内容 セイビ ナイヨウ		補助金
※一般会計が公営企業会計や公共的団体等への補助事業を行う場合に「○」を記載 ホジョ キン		補助先
※補助金（J列）が○の場合、具体的な補助先を記入 ホジョ サキ ホジョキン レツ バアイ グタイテキ ホジョ サキ キニュウ		実施期間 ジッシ キカン		R7事業費
（単位：百万円） ジギョウヒ ヒャクマン				情報システム等の整備に係る事業の効果
（関連システムの詳細）
【一般会計補助金の考え方】 ジョウホウ トウ セイビ カカワ ジギョウ コウカ カンレン ショウサイ イッパン カイケイ ホジョ カネ カンガ カタ

						1		○○県○○市 ケン シ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ						書かない窓口システム カ マドグチ		書かない窓口システム開発 カ マドグチ カイハツ						R6検討、R7～R8導入 ケントウ ドウニュウ		100.0				・本人情報の入力作業や窓口における作業待ち時間（10分/人）を縮減 フン ニン

						2		○○県○○市 ケン シ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ						オンライン申請システム シンセイ		オンライン申請SaaS移行 シンセイ イコウ						R6検討、R7導入 ケントウ ドウニュウ		30.0				・窓口への来訪が不要となる。
・申請結果の早期受取り ウ ト

						3		○○県○○市 ケン シ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		d　生活環境の維持及び管理 セイカツ カンキョウ イジ オヨ カンリ				財務会計システム（オンライン申請システム関連） ザイム カイケイ シンセイ カンレン		関連システムデータ連携改修 カンレン レンケイ カイシュウ						同上 ドウジョウ		20.0				・同上
（財務会計システムで納付書等を発行しているが、オンライン申請システムの改修に伴う連携データ型の変更に合わせ、改修が必要となる） ドウジョウ シンセイ カイシュウ トモナ レンケイ カタ ヘンコウ ア カイシュウ ヒツヨウ

						4		○○県○○市 ケン シ		単独事業（行政運営の効率化（共同調達）) タンドク ジギョウ ギョウセイ ウンエイ コウリツ カ キョウドウ チョウタツ						財務会計システム ザイム カイケイ		○○県ＤＸ協議会が開発するシステムへの負担金 ケン キョウギカイ カイハツ フタンキン						R6検討、R7設計、R8開発 ケントウ セッケイ カイハツ		80.0				・前回独自開発の財務システム更新時に比べ、開発経費を△70百万円削減
・前回独自開発の財務システムに比べ、保守運用経費を△5百万円/年削減 カイハツ ケイヒ ヒャクマン ホシュ ウンヨウ ケイヒ ヒャクマンエン ネン サクゲン

						5		○○県○○市 ケン シ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		d　生活環境の維持及び管理 セイカツ カンキョウ イジ オヨ カンリ				インフラ用点検ドローン ヨウ テンケン		点検用ドローン20機購入 テンケンヨウ キ コウニュウ						R6検討、R7導入 ケントウ ドウニュウ		1.0				・点検頻度を向上(全橋梁/年)し安全性を確保
・点検時の道路通行止めが不要に
・人手で行っていた橋梁点検外部委託費20百万円/年を廃止 ジョウホウツウシンキキ ヒャクマン

						6		○○県○○市 ケン シ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		d　生活環境の維持及び管理 セイカツ カンキョウ イジ オヨ カンリ				水道スマートメーター スイドウ		スマートメーター2,000戸分購入に対する補助 コブン コウニュウ タイ ホジョ		○		水道事業会計 スイドウ ジギョウ カイケイ		R7機器導入 キキ ドウニュウ		20.0				・2,000戸に係る漏水箇所の早期の把握
・検針員の年間作業時間を15％縮減
【事業費の一部について、料金での回収が可能であるため、1/2を補助】 コ カカ ソウキ ハアク ケンシンイン ネンカン サギョウ ジカン シュクゲン ジギョウヒ イチブ リョウキン カイシュウ カノウ ホジョ

						7		○○県○○市 ケン シ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		g　医療の確保 イリョウ カクホ				オンライン診療 シンリョウ		拠点(公民館を活用)における端末・ネットワーク環境の整備に対する補助 キョテン コウミンカン カツヨウ タンマツ カンキョウ セイビ タイ ホジョ		○		病院事業会計		R7～R8拠点整備 キョテン セイビ		50.0				・●●地区（人口300人）の住民が地域で医療を受けることが可能となる
・医師の●●地区訪問診察(１回/週)が不要に
【●●地区の医療受診機会を確保するため、全額を補助】 チク ジンコウ ニン カノウ イシ チク ホウモン シンサツ カイ シュウ フヨウ イリョウ ジュシン キカイ カクホ ゼンガク

						8		○○県○○市 ケン シ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		b　農林水産業、観光産業、商工業その他の地域産業の生産性の向上 ノウリン スイサンギョウ カンコウ サンギョウ ショウコウギョウ タ チイキ サンギョウ セイサンセイ コウジョウ				スマート農業機器 ノウギョウ キキ		農家に貸与する農薬散布ドローンの購入に対する補助 ノウカ タイヨ ノウヤク サンプ コウニュウ タイ ホジョ		○		農業協同組合		R6～R8		40.0				・地域の農業事業者の所得を３％向上
・害虫被害の低減
【国庫補助事業の補助率と同率とし、1/4を補助】 ショトク コッコ ホジョ ジギョウ ホジョリツ ドウリツ ホジョ

						9		○○県○○市 ケン シ		補助事業（新しい地域経済・生活環境創生交付金デジタル実装型） ホジョ ジギョウ アタラ チイキ ケイザイ セイカツ カンキョウ ソウセイ コウフキン ジッソウ ガタ				c　日常的な移動のための交通手段の確保 ニチジョウテキ イドウ コウツウ シュダン カクホ		スマート農業機器ロック事業 ノウギョウ キキ ジギョウ		小中学校の体育館の鍵をスマートロックに変更 ショウチュウガッコウ タイイクカン カギ ヘンコウ						R7機器導入 キキ ドウニュウ		10.0				・予約事務にかかる業務量の縮減
・災害時における迅速な避難所開設 ヨヤク ジム ギョウムリョウ シュクゲン サイガイジ ジンソク ヒナンジョ カイセツ

						10		○○県○○市 ケン シ		補助事業（公立学校情報機器整備費補助金） ホジョ ジギョウ コウリツ ガッコウ ジョウホウ キキ セイビヒ ホジョキン						公立学校情報機器整備事業 コウリツ ガッコウ ジョウホウ キキ セイビ ジギョウ		学習者用端末の更新 ガクシュウシャ ヨウタンマツ コウシン						R7機器更新 キキ コウシン		49.0				・端末の更新による学習環境の整備 タンマツ コウシン ガクシュウ カンキョウ セイビ

						計 ケイ																				400.0































						単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ						a　移住及び定住並びに地域間交流の促進 イジュウ オヨ テイジュウ ナラ チイキカン コウリュウ ソクシン		a　移住及び定住並びに地域間交流の促進 イジュウ オヨ テイジュウ ナラ チイキカン コウリュウ ソクシン						指定避難所における避難者の生活環境の改善のためのWi-Fiの整備

						単独事業（住民の利便性向上（高等学校の学習者用端末の整備）） タンドク ジギョウ コウトウ ガッコウ ガクシュウシャ ヨウタンマツ セイビ						b　農林水産業、観光産業、商工業その他の地域産業の生産性の向上 ノウリン スイサンギョウ カンコウ サンギョウ ショウコウギョウ タ チイキ サンギョウ セイサンセイ コウジョウ		b　農林水産業、観光産業、商工業その他の地域産業の生産性の向上 ノウリン スイサンギョウ カンコウ サンギョウ ショウコウギョウ タ チイキ サンギョウ セイサンセイ コウジョウ						同報系の市町村防災行政無線の戸別受信機、FM放送の自動起動ラジオ、MCA陸上移動通信システムの屋内受信機、市町村デジタル移動通信システムの屋内受信機、280MHz帯電気通信業務用ページャーの屋内受信機、放送波を用いた伝達手段の屋内受信機の配備

						単独事業（行政運営の効率化（共同調達）) タンドク ジギョウ ギョウセイ ウンエイ コウリツ カ キョウドウ チョウタツ						c　日常的な移動のための交通手段の確保 ニチジョウテキ イドウ コウツウ シュダン カクホ		c　日常的な移動のための交通手段の確保 ニチジョウテキ イドウ コウツウ シュダン カクホ						防災情報システムのシステム改修等

						単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ						d　生活環境の維持及び管理 セイカツ カンキョウ イジ オヨ カンリ		d　生活環境の維持及び管理 セイカツ カンキョウ イジ オヨ カンリ						災害時オペレーションシステムのシステム改修等

						補助事業（公立学校情報機器整備費補助金） ホジョ ジギョウ コウリツ ガッコウ ジョウホウ キキ セイビヒ ホジョキン						e　子育て環境の確保 コソダ カンキョウ カクホ		e　子育て環境の確保 コソダ カンキョウ カクホ						携帯電話網等を活用した情報伝達手段の個別端末の配備

						補助事業（新しい地域経済・生活環境創生交付金デジタル実装型） ホジョ ジギョウ アタラ チイキ ケイザイ セイカツ カンキョウ ソウセイ コウフキン ジッソウ ガタ						f　保険及び福祉の向上 ホケン オヨ フクシ コウジョウ		f　保険及び福祉の向上 ホケン オヨ フクシ コウジョウ						携帯電話網等を活用した情報伝達手段を整備する際に必要となる庁舎側設備のソフト改修等

												g　医療の確保 イリョウ カクホ		g　医療の確保 イリョウ カクホ

														h　住民の利便性向上 ジュウミン リベンセイコウジョウ

























別添２（対応関係）

														（別添２） ベッテン

				対象事業と起債の目的・記載する効果との対応関係 タイショウ ジギョウ キサイ モクテキ キサイ コウカ タイオウ カンケイ







				対象事業 タイショウ ジギョウ								起債の目的 キサイ モクテキ		記載する効果 キサイ コウカ

				①地方単独事業 チホウ タンドク ジギョウ		 ア　情報システムの導入又は改修 ジョウホウ ドウニュウ マタ カイシュウ		(ｱ) 住民に対して提供するサービスに係る業務（内部管理に関するものを除く。）において当該住民の利便性の向上のために必要な情報システム				単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		住民の利便性の向上 ジュウミン リベンセイ コウジョウ

								(ｲ) 行政運営の効率化を図るために地方公共団体が共同して調達を行う情報システム				単独事業（行政運営の効率化（共同調達）） タンドク ジギョウ ギョウセイ ウンエイ コウリツ カ キョウドウ チョウタツ		行政運営の効率化 カ

								(ｳ) 地域社会の諸課題を解決するために必要な情報システム（特定の者の利益を目的とするものを除く。）				単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		地域の課題解決 チイキ カダイ カイケツ

						 イ　情報通信機器等の整備 ジョウホウツウシン キキ トウ セイビ		(ｱ) a 住民に対して提供するサービスにおいて当該住民の利便性向上のために当該住民及び当該サービスを提供する職員が利用する情報通信機器の購入（内部管理に関するものを除く。） タイ トウガイ ジュウミン リベンセイ コウジョウ トウガイ ジュウミン オヨ トウガイ テイキョウ ショクイン リヨウ ジョウホウ ツウシン キキ コウニュウ ナイブ カンリ カン ノゾ				単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		住民の利便性の向上 ジュウミン リベンセイ コウジョウ

												単独事業（住民の利便性向上（高等学校の学習者用端末の整備）)		住民の利便性の向上 ジュウミン リベンセイ コウジョウ

								(ｱ) b 地域社会の諸課題を解決するために必要な情報通信機器の購入（特定の者の利益を目的とするものを除く。） ヒツヨウ ツウシン キキ コウニュウ トクテイ モノ リエキ モクテキ ノゾ				単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		地域の課題解決 チイキ カダイ カイケツ

								(ｲ) (ｱ)に掲げる情報通信機器を利用するための公共施設内のLAN整備				単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		住民の利便性の向上 ジュウミン リベンセイ コウジョウ

												単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		地域の課題解決 チイキ カダイ カイケツ

				②国庫補助事業 コッコ ホジョ ジギョウ		ア　公立学校情報機器整備費補助金による事業（公立学校情報機器購入事業に限る。）						補助事業（公立学校情報機器整備費補助金） ホジョ ジギョウ コウリツ ガッコウ ジョウホウ キキ セイビヒ ホジョキン		住民の利便性の向上 ジュウミン リベンセイ コウジョウ

						イ　新しい地域経済・生活環境創生交付金デジタル実装型による事業 ジギョウ						補助事業（新しい地域経済・生活環境創生交付金デジタル実装型） ホジョ ジギョウ アタラ チイキ ケイザイ セイカツ カンキョウ ソウセイ コウフキン ジッソウ ガタ		住民の利便性の向上
行政運営の効率化
地域の課題解決
のいずれか該当するもの ジュウミン リベンセイ コウジョウ ギョウセイ ウンエイ コウリツカ チイキ カダイ カイケツ ガイトウ







デジタル活用推進計画の様式の変更点等③

⑤提出団体数及び事業数入力様式
デジタル活用推進計画の提出に当たって、提出団体数及び事業数を所定の様式に記入の上、提出すること。

17

第１回提出（提出期限：令和７年５月７日（水））において提出のあった団体を含め、これまで修正前の様
式にて御提出いただいている団体におかれましても、修正後の様式に改めて記載の上、【令和７年９月30日
（火）】までに再提出いただきますようお願いいたします。

（別添４）提出団体数及び事業数入力様式

＜市町村提出団体数＞ 団体

＜市町村事業数等＞

①デジタル活用推進計画 ②公営企業分 ③緊防債分

事業数 費用（百万円） 事業数 費用（百万円） 事業数 費用（百万円） 事業数計 費用計（百万円）

①単独事業（住民の利便性向上） 0 0

②単独事業（行政運営の効率化（共同調達）） 0 0

③単独事業（地域課題の諸課題） 0 0

④単独事業（高等学校の学習者用端末の整備） 0 0

⑤補助事業（公立学校情報機器整備費補助金） 0 0

⑥補助事業（新しい地域経済・生活環境創生交付金） 0 0



標準化20業務に関連する経費

〇 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第40号）に規定する地方公共団体
情報システムの標準化のために必要な経費として、以下の業務に係るシステムの標準化のために必要
な経費は対象外。
（「デジタル活用推進事業債等の取扱いについて（周知）」（令和７年４月１日総務省地方債課・公営企
業課・地域DX推進室 事務連絡）別紙２ 3.参照）

デジタル活用推進事業債の活用にあたっての留意点①

標準化の対象業務

住民基本台帳、戸籍、戸籍の附票、印鑑登録、固定資産税、個人住民税、法人住民税、軽自動車税、選挙

人名簿、国民健康保険、国民年金、障害者福祉、後期高齢者医療、生活保護、介護保険、健康管理、児童

手当、児童扶養手当、子育て支援、就学

18



デジタル活用推進事業債の活用にあたっての留意点②

19

住民の利便性向上

〇 住民に対して提供するサービスにおいて住民又は職員が利用する情報システム・情報通信機器で
あって、待ち時間・移動時間の短縮、住民の作業負担の軽減、当該サービスの質の向上等の直接・明確
な導入効果が住民に生じるものが対象となる。
なお、専ら地方公共団体内部の事務処理において利用され、直接・明確な導入効果が住民に生じて

いないものは、対象外。
（質疑応答集Q26-13、 「デジタル活用推進事業債等の取扱いについて（周知）」（令和７年４月１日総
務省地方債課・公営企業課・地域DX推進室 事務連絡）別紙２ １. 参照】

例）職員業務用PCは、住民向け窓口サービスに活用するものであっても、専ら内部の事務処理にお
いて利用されるものであれば対象外となる。

地域の諸課題の解決

○ 地域社会の諸課題※を解決するために直接的に必要となる情報システム・情報通信機器が対象となる。

※ 地域社会の諸課題とは、以下のイ～トに限られる(地方債に関する省令第２条の２１)。
イ 移住及び定住並びに地域間交流の促進
ロ  農林水産業、観光産業、商工業その他の地域産業の生産性の向上
ハ 日常的な移動のための交通手段の確保
ニ 生活環境の維持及び管理
ホ 子育て環境の確保
へ 保健及び福祉の向上
ト 医療の確保

例) 保育所の園庭の管理のためのロボット草刈り機の導入は、「子育て環境の確保」という課題を解
決するために直接的に必要なものとはいえず、対象外となる。
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公共施設内のLAN整備

〇 公共施設内のLAN整備については、デジタル活用推進事業債の対象となる情報通信機器を利用す
るために整備するものが対象となる。
したがって、庁舎などの公用施設内に整備するものや、公共施設内であっても単にインターネットに

接続するサービス（公衆Wi-Fi）を提供することを目的としたLAN整備については対象外。
（質疑応答集Q26-23、Q26-24参照）

デジタル活用推進事業債の活用にあたっての留意点③

公共的団体ではない者に対する助成

〇 個人や民間企業等に対する助成は、対象外。（質疑応答集Q26-５参照）

毎年度の利用に要する経費

〇 システム利用料・保守料・機器リース料のように、毎年度の利用に要する経費については、たとえ初年
度にまとめて支払ったとしても対象外。（質疑応答集Q26-7参照）


Sheet1

		区分 クブン				起債の目的 キサイ モクテキ		事業名 ジギョウ メイ		補助金 ホジョキン		整備内容【補助先】 セイビ ナイヨウ ホジョ サキ		実施期間 ジッシ キカン		R7事業費
（単位：百万円） ジギョウヒ ヒャクマン				情報システム等の整備に係る事業の効果
（関連システムの詳細）
【一般会計補助金の考え方】 ジョウホウ トウ セイビ カカワ ジギョウ コウカ カンレン ショウサイ イッパン カイケイ ホジョ カネ カンガ カタ				備考 ビコウ

		都道府県 トドウフケン		埼玉県 サイタマケン		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		大規模災害への対処体制の強化				総合指揮支援システムの地図機能強化		R7システム改修・機器購入 カイシュウ キキコウニュウ		154.0

埼玉県: システム開発：136,609千円
機器購入：
17,930千円				・被害甚大地域の迅速な把握及び全職員が視覚的に共有（4時間4分縮減）
・システムにより災害情報を一元化し、情報収集時間を短縮（6時間46分）
上記二つのアウトプットにより、警備本部の業務にあたる職員数の削減（260→100名）し、被災者救助の人員数を強化。

				1		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		建築計画概要書等閲覧交付システム構築事業費				建築計画概要書等の閲覧・交付事務のシステム化し、窓口業務の効率化 ナド マドグチ ギョウム コウリツカ		R5～7システム開発、運用開始 カイハツ ウンヨウ カイシ		28.2				・職員の業務時間を3,167時間削減
・閲覧・交付までの流れが最短20分/件になり、県民の利便性を向上 ショクイン ギョウム ジカン ジカン サクゲン エツラン コウフ ナガ サイタン フン ケン ケンミン リベンセイ コウジョウ

				1		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		カスタマーハラスメント対策電話設備事業 タイサク デンワ セツビジギョウ				県庁職員へのカスタマーハラスメント対策及び住民サービスの向上を目的として電話交換設備に録音告知機能及び通話録音機能を導入 ケンチョウ ショクイン タイサク オヨ ジュウミン コウジョウ モクテキ デンワコウカン セツビ ロクオンコクチキノウ オヨ ツウワロクオンキノウ ドウニュウ		R7導入 ドウニュウ		55.0				県職員の精神的負担が軽減されることにより、県職員がより集中して業務を行えるようになり、住民に対して行政サービスの質が向上する。 ケンショクイン セイシンテキフタン ケイゲン ケンショクイン シュウチュウ ギョウム オコナ ジュウミン タイ ギョウセイ シツ コウジョウ

				1		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		光ファイバ監視装置 ヒカリ カンシ ソウチ				行政機関のほか大学及び民間業者等235機関が利用する鳥取情報ハイウェイ（光ファイバインフラ）の信号レベル監視装置の改修 ギョウセイ キカン ダイガク オヨ ミンカン ギョウシャ トウ キカン リヨウ ヒカリ シンゴウ カンシ ソウチ カイシュウ		R7導入 ドウニュウ		19.0				・故障発生場所の早期特定による迅速な復旧作業の実施
・ファイバ通信網の自動監視及び故障アラームによる人員コストの削減 ソウキ トクテイ ジンソク ジッシ オヨ ジンイン

				1		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		鳥取県立中央病院総合医療情報システム（電子カルテ）		○		電子カルテ端末、医療用モニタの改修及び電子カルテ情報共有サービスの機能追加
【補助先：鳥取県立中央病院】 カイシュウ オヨ ツイカ		R7導入 ドウニュウ		120.4				・電子カルテ等により、診療記録や検査結果を瞬時に確認することができ、診察時間の短縮や診療の質向上につながる。 
・医療機関が登録した診療情報の一部（傷病名、療養上の計画、アドバイス等）を住民が閲覧可能になる。 トウ イリョウ キカン トウロク シンリョウ ジョウホウ イチブ キズ ビョウメイ リョウヨウ ジョウ ケイカク ナド ジュウミン エツラン カノウ

				1		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		鳥取県立中央病院生体情報モニタリングシステム トットリケンリツ		○		救命救急センターや集中治療室（ＩＣＵ）等で使用している生体情報モニタリングシステムの改修
【補助先：鳥取県立中央病院】 キュウメイ カイシュウ		R7導入 ドウニュウ		159.5				・救急救命センターやＩＣＵ等で生体情報（心電図・呼吸・体温・血圧等）をリアルタイムに測定・記録し、患者の容体を把握することにより、住民（患者）に適切な医療提供が可能となる。 セイタイジョウホウ トウ ジュウミン カンジャ テキセツ イリョウ テイキョウ カノウ

				1		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		飲酒検知のデジタル化 インシュケンチ カ				デジタル式飲酒検知器２機の購入 シキ インシュ ケンチキ キ コウニュウ		R6検討、R7～R11機器調達 ケントウ キキ チョウタツ		1.1				・北川式検知器からデジタル式検知器へ移行、作業の効率化により住民の作業待ち時間（８分/人）を縮減
・1500件/年の手続きにおいて職員の作業時間(200時間/年)削減（全てをデジタル化した場合）
・時間短縮による街頭活動時間の確保 キタガワシキ ケンチキ シキ ケンチキ イコウ サギョウ コウリツカ ジュウミン サギョウ マ ジカン フン ヒト シュクゲン ケン ネン テツヅ ショクイン サギョウジカン ジカン ネン サクゲン スベ カ バアイ ジカン タンシュク ガイトウ カツドウ ジカン カクホ

		市町村 シチョウソン		1		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		住基ネットシステム関連機器更新事業 ジュウキ カンレン キキ コウシン ジギョウ				
Windows 10のサポートが令和7年10月に切れるため、セキュリティアップデートを受けられなくなることから、Windows 11のハードウェア要件を満たし、地方公共団体情報システムが要求するスペックを用意する必要があるため整備を行う。
統合端末（業務用ノートパソコン、生体認証装置V3、接触・非接触コンビ型ICカードリーダライタ）×2
 レイワ ネン ガツ キ ウ ミ チホウコウキョウダンタイ ジョウホウ ヨウキュウ ヨウイ ヒツヨウ セイビ オコナ		R7		1.4				パソコンの内臓ドライブがHDDからSSDに変更となるため衝撃による故障のリスクの減少や、処理初速度が向上することに伴い、市民の方への待ち時間減少が期待できる。 ナイゾウ ヘンコウ ショウゲキ コショウ ゲンショウ ショリ ショソクド コウジョウ トモナ シミン ホウ マ ジカン ゲンショウ キタイ

				2		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		住民情報システム ジュウミン ジョウホウ				住民情報システム用端末更新 ジュウミン ジョウホウ ヨウ タンマツ コウシン		R7導入 ドウニュウ		72.2				住民向け窓口サービスの際に職員が端末を使用することで、適切かつ迅速な案内や受付が可能となっており、サービスの質の向上や、待ち時間の短縮に繋がっている。本事業により、更なる効果促進が図られるものである。 ジュウミン ム マドグチ サイ ショクイン タンマツ シヨウ テキセツ ジンソク アンナイ ウケツケ カノウ シツ コウジョウ マ ジカン タンシュク ツナ ホン ジギョウ サラ コウカ ソクシン ハカ

				福島県
会津若松市		単独事業（住民の利便性向上）		文字起こしアプリ				AIを活用して会議録作成する文字起こしアプリケーションサービスの導入		R6検討、R7導入 ケントウ		4.7				・市民が参画するワークショップや審議会等において、ファシリテーターツールとして活用することで、その場での意見の集約や表示により議論の可視化を可能とし、市民による議論の活性化を促進する
・人為的なミスを最小限に抑えたより正確な会議録の作成と作業時間を削減する バ ヒョウジ

				埼玉県小鹿野町 サイタマケン オガノマチ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		公営住宅管理システム導入事業 ジギョウ				公営住宅管理システム導入 オオヤケ		R7導入		7.2				現状の個別のデータ管理をシステム化し、公営住宅に関する正確な家賃管理や入居者及び住宅の状況管理を一元化する。これにより入居者及び入居希望者へ関連図面や家賃等を効率的に情報提供できる。 ゲンジョウ コベツ カ カ コウエイジュウ セイカク カンリ ニュウキョ ジュウタ カンリ イチゲンカ ニュウキョ ニュウキョキボウシャ コウリツテキ ジョウホウテイキョウ

				埼玉県小鹿野町 サイタマケン オガノマチ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		文書管理システム更新事業 ブンショ カンリ コウシン				文書管理システム更新		R7導入 ドウニュウ		26.0				・近年の情報公開制度への対応を効率化するため文書情報管理と電子決裁機能を導入し、ファイル管理情報を的確に公開することで、請求者が必要とする文書の特定時間と対応職員の検索時間の双方を短縮することで、一連の情報提供までの時間を短縮。
・庁内の文書管理の効率化とペーパーレス化を同時に実現することで、管理文書量の減少させ情報検索時間を削減する。

				神奈川県山北町		単独事業（住民の利便性向上）		大型プリンター機器購入				大型プリンターの購入一式		R7年度		1.5				・当町の特徴として、降雨災害等発災時の被害が広範かつ大規模になりやすいため、発災時の情報の掲示物を庁内で作成することにより、的確な情報をわかりやすく住民に周知することができる。

				石川県かほく市 イシカワケン シ		補助事業（新しい地域経済・生活環境創生交付金デジタル実装型） ホジョ ジギョウ アタラ チイキ ケイザイ セイカツ カンキョウ ソウセイ コウフキン ジッソウ ガタ		施設型利用給付等補助金交付手続きデジタル化				施設型利用給付等補助金交付手続きデジタル化		R6検討、R7導入 ケントウ ドウニュウ		3.7				市内民間教育・保育施設職員の給付金業務時間の削減による保育時間の拡充
（1か月の業務削減効果：2025年度：1.0時間、2026年度：1.5時間、2027年度：2.0時間）

				石川県かほく市		単独事業（住民の利便性向上）		番号制度レイアウト変更事業				特定個人情報の連携（提供・照会）に用いる情報提供ネットワークシステム（NWS）に係るデータレイアウト変更に対するシステム改修		R7実施		7.1				社会保障や税、災害対策に関する行政手続きに必要な個人情報の、行政機関等同士でのやりとりを可能とすることで、住民は書類提出の省略、自治体側には業務効率化といったメリットがある。

				石川県かほく市		単独事業（住民の利便性向上）		予防接種事業 ヨボウセッシュジギョウ				特定個人情報の連携（提供・照会）に用いる情報提供ネットワークシステム（NWS）に係るデータレイアウト変更に対するシステム改修		R7実施		7.0				個人情報の行政機関等同士でのやりとりを可能とすることで、住民は書類提出の省略、自治体側には業務効率化といったメリットがある。

				石川県能美市 イシカワケン ノミシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		情報システム更新・改修事業 ジョウホウ コウシン カイシュウジギョウ				①住民サービス提供窓口でサービス提供に使用するパソコン及びプリンタの更新
②住民サービスを提供する出先施設とネットワーク拠点施設とを接続するネットワーク機器の更新
③マイナンバー利用事務系ネットワークのフロアスイッチの更新
④図書館の貸出システム用パソコンで使用するオフィスソフトの購入
⑤小中学校の校務及び財務ネットワーク無線化		R7導入 ドウニュウ		32.8				住民サービスの提供に直結する機器を更新し、サービス提供水準低下を防止する。 ジュウミン テイキョウ チョッケツ キキ コウシン テイキョウ スイジュン テイカ ボウシ

				石川県穴水町 イシカワケン アナミズマチ		補助事業（新しい地域経済・生活環境創生交付金デジタル実装型） ホジョ ジギョウ アタラ チイキ ケイザイ セイカツ カンキョウ ソウセイ コウフキン ジッソウ ガタ		土地家屋台帳履歴管理システム構築 トチ カオク ダイチョウ リレキ カンリ コウチク		○		土地家屋台帳履歴管理システムの構築		R7		5.7				・住民閲覧台帳の整備による住民サービスの向上
・閲覧のシステム化により待ち時間の大幅削減

				岐阜県御嵩町 ギフケン ミタケチョウ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		オンライン申請システム利用機器 シンセイ リヨウ キキ				職員がオンライン申請システムを活用し、住民に対し迅速かつ正確なサービスを提供するためのPC ショクイン シンセイ カツヨウ ジュウミン タイ ジンソク セイカク テイキョウ		R7機器導入 キキドウニュウ		35.6				・住民の移動に伴う負担削減（時間・交通費・CO₂排出量の削減）
・利用可能時間の拡大により、住民がより柔軟に申請手続きを行うことができる
・窓口の応対時間が減少（約110時間削減）することにより、職員が他の業務（例えば住民相談や政策計画）にリソースを割くことができる ジュウミン イドウ トモナ フタン サクゲン ジカン コウツウヒ ハイシュツ リョウ サクゲン マドグチ オウタイジカン ゲンショウ ヤク ジカン サクゲン ショクイン タ ギョウム サ

				京都府舞鶴市 キョウトフ マイヅルシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		市税賦課一般事務経費 シゼイ フカ イッパン ジム ケイヒ				登記履歴管理システムの導入
軽自動車税納税確認システムの導入 トウキ リレキ カンリ ドウニュウ ケイジドウシャ ゼイ ノウゼイ カクニン ドウニュウ		R7導入 ドウニュウ		28.8				・住民の移動に伴う負担削減（時間・交通費・CO₂排出量の削減）
・利用可能時間の拡大により、住民がより柔軟に申請手続きを行うことができる
・窓口の応対時間が減少（約110時間削減）することにより、職員が他の業務（例えば住民相談や政策計画）にリソースを割くことができる ジュウミン イドウ トモナ フタン サクゲン ジカン コウツウヒ ハイシュツ リョウ サクゲン マドグチ オウタイジカン ゲンショウ ヤク ジカン サクゲン ショクイン タ ギョウム サ

				京都府木津川市 キョウトフ キヅガワシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		戸籍総合システム増設事業				住民窓口設置の戸籍システム用端末２台の増設 ジュウミンマドグチ セッチ ヨウ		R7導入 ドウニュウ		1.2				・戸籍証明書申請・戸籍届出のために来庁した住民等の待ち時間が短縮される。 コセキ トドケデ ライチョウ ジュウミントウ マ ジカン タンシュク

				大阪府岸和田市 オオサカフ キシワダシ		補助事業（新しい地域経済・生活環境創生交付金デジタル実装型） ホジョ ジギョウ アタラ チイキ ケイザイ セイカツ カンキョウ ソウセイ コウフキン ジッソウ ガタ		学校ICT整備事業 ガッコウ セイビ ジギョウ				中学校におけるデジタル採点システムの導入 チュウガッコウ サイテン ドウニュウ		R7整備 セイビ		4.9				従来の紙媒体での採点から、PC上でのデジタル採点（自動採点）が可能になる事で、教員の業務負担の軽減とともに、答案用紙の返却までの時間を短縮化する事で、生徒の理解力の向上を図る。 ジュウライ カミバイタイ サイテン ジョウ サイテン ジドウ サイテン カノウ コト キョウイン ギョウムフタン ケイゲン トウアンヨウシ ヘンキャク ジカン タンシュクカ コト セイト リカイリョク コウジョウ ハカ

				3		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		公共安全モバイルシステム対応携帯				公共安全モバイルシステム対応携帯購入 コウニュウ		同上 ドウジョウ		1.2				災害現場対応職員に、電話回線が混雑する中でも優先的に回線を利用できる端末を貸与することで安定した通信手段の確保を図る。 サイガイゲンバタイオウショクイン デンワカイセン コンザツ ナカ ユウセンテキ カイセン リヨウ タンマツ タイヨ アンテイ ツウシンシュダン カクホ ハカ

				兵庫県加古川市 ヒョウゴケン カコガワシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		消防査察タブレット ショウボウ ササツ				消防査察用タブレット ショウボウ ササツ ヨウ		R7導入 ドウニュウ		13.6				・消防査察結果の即時交付が可能となる
・結果のデータ保存が可能となる ショウボウ ササツ ケッカ ソクジ コウフ カノウ ケッカ ホゾン カノウ

				兵庫県多可町 ヒョウゴケン タカチョウ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		家屋評価システム改修業務 カオク ヒョウカ カイシュウ ギョウム				家屋評価システムの改修 カオク ヒョウカ カイシュウ		R7年度 ネンド		4.3				今回の改修事業は家屋評価図面のデジタル化を含んだもので、システム内のデータと図面を紐付け、閲覧希望者へスピーディーな情報提供を可能とする。これにより基幹税であり本町の大きな収入源である固定資産税について、住民の信頼感醸成に繋がる事が期待できる。
また、昨年度導入しているタブレット端末のより効率的な運用に繋がり、職員の業務省力化も見込まれる。

				奈良県生駒市 ナラケン イコマシ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		新校務支援システム構築委託料				近年、教員の長時間労働が問題視され、慢性的な教員のなり手不足という課題解消に向け、教員の多様な働き方を推進できるよう、閉域環境の教育ネットワークを昨年度導入した。今年度、教育系ネットワークと連携する市独自の校務支援システムを構築し、多忙な教員の業務の効率化を図るもの。		令和７年度 レイワ ネン ド		51.0				業務の繁忙により、児童・生徒との十分な教育の提供が行き届いていなかったところについて、同システムを構築することで、業務の効率化が図られることにより、児童・生徒と向き合う時間が増える等、従来よりも充実した教育の提供ができ、子育て環境の確保という課題解決が期待できる。

				島根県大田市 シマネケン オオダシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		庁舎電話交換機更新事業 チョウシャ デンワ コウカンキ コウシン ジギョウ				庁舎において、市民からの外線を受信する電話回線をクラウド化することにより、ネット環境下であればどこでも接続できる持ち運び可能な端末へと更新する。 チョウシャ シミン ガイセン ジュシン デンワ カイセン カ カンキョウ カ セツゾク モ ハコ カノウ タンマツ コウシン		R7.4～R8.3		29.9				固定電話から持ち運び可能な端末へと更新することで、市民の方のもとへ訪問している際に受ける他部局に関する問い合わせをその場で担当部局へと繋ぐことができ、何度も市へ問い合わせる市民の負担の軽減に繋がる。また、外出などによる担当者不在により、市民からの問い合わせに即時に対応できないといった事態の減少にも繋がる。 コテイデンワ モ ハコ カノウ タンマツ コウシン シミン カタ ホウモン サイ ウ タ ブキョク カン ト ア バ タントウ ブキョク ツナギ ナンド シ ト ア シミン フタン ケイゲン ツナ ガイシュツ タントウ シャ フザイ シミン ト ア ソクジ タイオウ ジタイ ゲンショウ ツナ

				島根県浜田市 シマネケン ハマダシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		電子黒板導入事業 デンシ コクバン ドウニュウ ジギョウ				浜田市消防本部に電子黒板を整備する。 ハマダ シ ショウボウ ホンブ デンシ コクバン セイビ		R7導入 ドウニュウ		3.3				災害時の対応として、移動可能かつ音声・画像・映像などの情報共有のためのツールとして整備する。
内部管理のみならず、住民に対する情報発信を効率的に行うために活用する。 ナイブ カンリ ジュウミン タイ ジョウホウ ハッシン コウリツテキ オコナ カツヨウ

				広島県三原市 ヒロシマケン ミハラシ		補助事業（新しい地域経済・生活環境創生交付金デジタル実装型） ホジョ ジギョウ アタラ チイキ ケイザイ セイカツ カンキョウ ソウセイ コウフキン ジッソウ ガタ		デジタル採点システム導入事業				採点・集計・分析をコンピュータで行う採点システムを導入
中学校 月額17,000円×10校×35か月＝5,950千円
小学校 月額5,500円×20校×35か月＝3,850千円		R7導入 ドウニュウ		9.8				・採点業務の効率化に伴う教職員の負担軽減による、児童・生徒と関わる時間の確保と共に、個別の分析結果による適切なフィードバック、成績の推移などの管理による、児童・生徒一人ひとりへの指導の充実 コウリツカ トモナ キョウショクイン フタン ケイゲン ジドウ セイト カカ ジカン カクホ トモ

				広島県福山市 ヒロシマケン フクヤマシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		デジタル採点システム サイテン				デジタル採点システム導入 サイテン ドウニュウ		R7導入 ドウニュウ		5.7				紙テスト採点及び集計をデジタル化することで、生徒に対し結果を迅速にフィードバックすることができる。また、集計された学習データから個に応じた授業改善を行うことで、生徒の学力向上につなげるもの。 セイト タイ ケッカ ジンソク オコナ セイト ガクリョク コウジョウ

				高知県高知市 コウチケン コウチシ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		障害者相談支援システム導入等業務				・システム構築及びテスト運用（住基連携テスト等）		R7構築 コウチク		12.2				基幹業務システム標準化に伴い，旧来の障害者相談支援業務システムが廃止となるため，より高機能化した後継システムを構築し，住民への福祉サービスを強化するもの。現在，相談対象者に関するケース会議記録や画像データなど，システムとは別管理されている情報を一元管理することができ，住民対応時の待ち時間の縮減や窓口・職員ごとで変わることのない高水準なサービスの提供に寄与するもの。（令和５年度対応人数1,943人） キュウライ ショウガイシャ ソウダンシエン ギョウム ハイシ コウチク ジュウミン フクシ キョウカ ベツ カンリ ジョウホウ イチゲン カンリ ジュウミン タイオウジ マ ジカン シュクゲン マドグチ ショクイン カ コウ スイジュン テイキョウ キヨ レイワ ネンド タイオウ ニンズウ ニン

				福岡県大牟田市 フクオカケン オオムタシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		公営住宅システム コウエイ ジュウタク				公営住宅システムの構築及び更新 コウエイ ジュウタク コウチク オヨ コウシン		R7検討、導入 ケントウ ドウニュウ		13.8				入居者や市民からの問い合わせや要望・クレーム等へ迅速に対応可能となる。
大牟田市行政DX推進方針　個別施策(2)⑤業務効率化のためのICTツールの活用 ニュウキョシャ シミン ト ア ヨウボウ ナド ジンソク タイオウ カノウ

				福岡県大牟田市 フクオカケン オオムタシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		統合型GISシステム トウゴウガタ				統合型GISシステムの改修及び更新 トウゴウガタ カイシュウ オヨ コウシン		R7開発、導入 カイハツ ドウニュウ		11.7				システム改修を行うことで検索性が向上するとともに、全方位画像を導入することで現地の画像をシステム上で確認できるようになるため、市民からの問い合わせに迅速に対応できるようになり、現地確認が少なくなることで業務を効率化することができる。
大牟田市行政DX推進方針　個別施策（2）⑤業務効率化のためのICTツールの活用 ゼンホウイ ガゾウ ドウニュウ ゲンチ ガゾウ ジョウ カクニン タイオウ ギョウム コウリツカ

				福岡県大牟田市 フクオカケン オオムタシ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		モバイルPC				モバイルPC10台導入 ダイ ドウニュウ		R7開発、機器導入 カイハツ キキ ドウニュウ		3.5				場所を問わず庁内の業務ネットワークに接続できるモバイルPCを導入し、庁舎外での住民対応や電子申請等に利用することで、様々な地域課題に対応できるようになる。（また、在宅ワークにも対応できるため、働き方改革にも寄与することができる。）
大牟田市行政DX推進方針　個別施策(1)①行政手続きのオンライン化、(2)⑧テレワークの推進 デンシ シンセイ サマザマ チイキ カダイ タイオウ ザイタク タイオウ ハタラ カタ カイカク キヨ

				4		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		道路標識台帳デジタル化事業				道路標識台帳を電子化し、庁内共有GISへ反映する。		R7導入 ドウニュウ		6.2				紙台帳のみで管理しており、関係課へ情報が共有されていないこと等から道路標識の計画的な点検、維持管理ができていないため、台帳を電子化し、関係課で共有することで、市民等からの要望等に対する迅速な確認及び適切な維持管理が可能となる。 カミ ダイチョウ カンリ カンケイ カ ジョウホウ キョウユウ ナド ドウロ ヒョウシキ ケイカクテキ テンケン イジ カンリ ダイチョウ デンシカ カンケイ カ キョウユウ シミン トウ ヨウボウ トウ タイ ジンソク カクニン オヨ テキセツ イジ カンリ カノウ

				鹿児島県鹿児島市 カゴシマケン カゴシマシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		畜犬管理システム チク ケン カンリ				畜犬管理システム更新
畜犬管理システム：本庁及び各支所等で行っている畜犬登録の管理、狂犬病予防注射の案内ハガキの作成等を行うもの		R6検討、R7導入 ケントウ ドウニュウ		8.6				鑑札番号がなくてもマイクロチップ番号を登録番号として登録したり、マイクロチップ指定登録機関から登録情報をＣＳＶで取得、取り込みすることができるようになることから、職員や市民の利便性、サービスの向上が期待されている。

		政令市 セイレイシ		神奈川県相模原市 カナガワケン サガミハラシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		ICT を活用 した青少年教育カウンセラーや スクールソーシャルワーカー による相談支援事業（ICTを用いた切れ目のない支援の構築） カツヨウ セイショウネン キョウイク ソウダン シエン ジギョウ モチ キ メ シエン コウチク				・教育相談システム導入
・市内全小・中学校（102校）LAN配線整備（2ヵ年計画） キョウイクソウダン ドウニュウ シナイ ゼン ショウ チュウガッコウ コウ ハイセン セイビ ネン ケイカク		R7調達・R8運用開始（システム）
R7～R8（LAN配線整備） チョウタツ ウンヨウカイシ ハイセン セイビ		32.5				・カウンセラーの業務効率化による面接時間の確保（年間120時間／人×75人（64％増））により、潜在ニーズへの対応及びより丁寧な支援が可能となる。
・情報共有による円滑な面接対応が可能となる。
・統計データに基づく、より専門的な支援が可能となる。 ネンカン

				静岡県浜松市 シズオカケン ハママツシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		医事薬事台帳管理システム				医事薬事台帳管理システムの導入		R7導入 ドウニュウ		18.7				・電話や窓口における作業待ち時間が縮減できる（△2分/件）
・7,700件/年の職員の入力作業時間の削減ができる（△10分/件） デンワ マドグチ サギョウマ ジカン シュクゲン フン ケン ケン ネン ショクイン ニュウリョク サギョウ ジカン サクゲン フン ケン

				北九州市 キタキュウシュウシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		税務システム ゼイム				標準準拠システムへの移行にあわせて、標準化対象外の税目に係るシステムの調達 ヒョウジュン ジュンキョ イコウ ヒョウジュンカ タイショウ ガイ ゼイモク カカ チョウタツ		R7～R9導入 ドウニュウ		128.9				・オンライン申告データを基幹システムと連携させることで、データ登録の迅速化及び正確性の向上させ、オンライン申告業務の円滑な運用を図る。
・オンライン申告の効率的かつ円滑な運用により、納税オンライン申告を利用する住民に対して、安定的に利便性（電子化・時間短縮など）を提供する

		都道府県 トドウフケン		6		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		●●LAN整備				●●宿泊施設客室のLAN整備を行う。 オコナ		R7整備 セイビ		2.4				・施設利用者の通信環境の確保に資する。 シセツリヨウシャ ツウシンカンキョウ カクホ シ

		市町村 シチョウソン		長野県松本市 ナガノケン マツモトシ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		まちなか観光DX推進事業				平成２７年１２月より整備を開始し、松本市内１８拠点の主要施設及び観光地に設置している公衆無線ＬＡＮを、松本駅から国宝松本城埋橋までのエリアを増築し、面的整備をすることで市街地の周遊性や利用者の利便性を向上させるもの
・公衆無線LAN設置：１７箇所		令和7年度：実施設計、設置工事 レイワ ネンド ジッシ セッケイ セッチ コウジ		37.7				インバウンド等の受入れ環境の整備を実施することにより、観光客の利便性向上及び誘客促進を図る。 ジッシ ハカ

		市町村 シチョウソン		7		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		庁舎等施設デジタル活用事業 チョウシャ トウ シセツ カツヨウ ジギョウ				役場庁舎及び総合健康福祉センターの公共スペースにLGWAN無線ＬＡＮ環境を整備 ヤクバ チョウシャ オヨ ソウゴウ ケンコウ フクシ コウキョウ ムセン カンキョウ セイビ		R7:整備 セイビ		20.0				役場庁舎及び総合健康福祉センターの公共スペースにLGWAN無線LAN環境を整備することで、施設内のどこであってもペーパーレスの打ち合わせや会議の実施や、様々な説明の際に必要な情報を即座の確認をすることができるため、住民サービスの向上に大きく寄与することができる。

				長野県山ノ内町 ナガノケン ヤマ ウチマチ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		庁内WiFi環境整備 チョウナイ カンキョウ セイビ				役場に訪れた住民が、利用する庁内WiFi環境の整備 ヤクバ オトズ ジュウミン リヨウ チョウナイ カンキョウ セイビ		R7整備 セイビ		1.9				職員及び来庁者の通信環境の確保に資する ショクイン オヨ ライチョウシャ ツウシン カンキョウ カクホ シ

				京都府舞鶴市 キョウトフ		単独事業（住民の利便性向上）		情報システム管理経費				市内３個所に設置している公衆Wi-Fiのアクセスポイント（以下AP）の更新及び新規にAPを２箇所設置を実施		R7導入		1.5				・市全体で同一のWi-Fiサービスに一元化し市民および観光客の利便性の向上を図る。
・市への入口の動線である東西の駅のうち西舞鶴駅のみ公衆Wi-Fiがされているため、東舞鶴駅にも新設し更に利便性向上を図る。
・中総合会館のWi-Fi環境を新設し、こどもの新たな居場所づくり及び東図書館中分館機能強化を図る。

				岡山県真庭市 オカヤマケン マニワシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		真庭市出先機関無線LAN環境整備業務 マニワシ デサキ キカン ムセン カンキョウ セイビ ギョウム				真庭市出先機関無線LAN環境整備 マニワシ デサキ キカン ムセン カンキョウセイビ		R7環境整備 カンキョウセイビ		27.0				真庭市出先機関における住民サービス提供端末の通信環境の確保に資する マニワシ デサキ キカン ジュウミン テイキョウ タンマツ ツウシンカンキョウ カクホ シ

				福岡県大牟田市 フクオカケン オオムタシ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		無線アクセスポイント ムセン				議場等への無線アクセスポイント整備 ギジョウ ナド ムセン セイビ		R7整備 セイビ		3.2				本議会の開催場所にネットワークを配備することで、市議会のペーパーレス化が可能になり、来庁予定になかった傍聴者（市民や記者）などに対しても情報を共有することが可能となる。また、端末を用いたデータ参照が可能となり、傍聴者に対する説明・答弁について、より詳細かつ丁寧にできるようになる。
大牟田市行政DX推進方針　個別施策(2)②文書の電子化、ペーパーレス化の推進 ホン ギカイ カイサイ バショ ハイビ シギカイ カ カノウ ライチョウ ヨテイ ボウチョウシャ シミン キシャ タイ ジョウホウ キョウユウ カノウ タンマツ モチ サンショウ カノウ ボウチョウシャ タイ セツメイ トウベン ショウサイ テイネイ

				大分県臼杵市 オオイタケン ウスキシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		臼杵市行政イントラネット更新事業 ウスキシ ギョウセイ コウシン ジギョウ				臼杵市行政イントラネットについて高速通信が可能となる設備更新 セツビ		R7～R11拠点整備 キョテンセイビ		104.3				オンライン相談窓口等の住民サービスに活用するテレビ会議等における、データ通信増に耐えれる設備へ更新を行う。
・テレビ会議の品質向上
・大容量ファイルの高速通信の実現 ソウダン

		都道府県 トドウフケン		愛知県 アイチケン		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		私立学校施設設備整備補助金
（ICT教育設備整備分） キョウイク セツビセイビ ブン		○		私立学校の行うLAN設備にかかる費用を補助する。 シリツガッコウ オコナ セツビ ヒヨウ ホジョ		R7補助 ホジョ		34.0				・私立学校・私立幼稚園に通う児童・生徒の学習環境が向上する。
【1/3を補助】 シリツ ガッコウ シリツ ヨウチエン カヨ ジドウ セイト ガクシュウカンキョウ コウジョウ ホジョ

		市町村 シチョウソン		北海道新十津川町 ホッカイドウ シントツカワチョウ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		庁舎等施設デジタル活用事業 チョウシャ トウ シセツ カツヨウ ジギョウ				役場庁舎及び総合健康福祉センターの公共スペースにLGWAN無線ＬＡＮ環境を整備 ヤクバ チョウシャ オヨ ソウゴウ ケンコウ フクシ コウキョウ ムセン カンキョウ セイビ		R7:整備 セイビ		20.0				役場庁舎及び総合健康福祉センターの公共スペースにLGWAN無線LAN環境を整備することで、施設内のどこであってもペーパーレスの打ち合わせや会議の実施や、様々な説明の際に必要な情報を即座の確認をすることができるため、住民サービスの向上に大きく寄与することができる。

				東京都西東京市 トウキョウト ニシトウキョウ シ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		公設公営保育園における登降園管理システム更改				システム構築、PCセットアップ コウチク		R7システム構築、稼働 コウチク カドウ		7.3				・現行のインターネット環境から、高いセキュリティが担保できるLGWAN環境・委託契約に移行することで、保育日誌・連絡帳など（子どもの発達状況や保護者の育児相談など）の機密性の高い個人情報を取扱えるようになり、保育業務の効率化・保護者の利便性向上を図ることができる。 ゲンコウ カンキョウ

		一部事務組合 イチブ ジム クミアイ		兵庫県淡路広域消防事務組合 ヒョウゴケン アワジコウイキショウボウジムクミアイ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		総合行政ネットワーク（LGWAN）構築事業 ジギョウ				当組合の拠点施設である①消防本部、②消防署（１か所）、③分署（３か所）をつなくＬＧＷＡＮ環境を構築する。 トウクミアイ キョテン シセツ ショウボウホンブ ショウボウショ ショ ブンショ ショ カンキョウ コウチク		契約日から令和８年３月３１日迄 ケイヤクビ レイワ ネン ガツ ニチ マデ		27.2				・申請者の窓口来訪が不要となる。
・申請結果の早期受け取り
・窓口における応対時間が年間７００時間削減 シンセイシャ マドグチ ライホウ フヨウ シンセイ ケッカ ソウキ ウ ト マドグチ オウタイ ジカン ネンカン ジカン サクゲン

		市町村 シチョウソン		7		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		スマート農業促進事業 ノウギョウ ソクシン ジギョウ		○		スマート農業に係る機械等購入費用の助成（補助率：２割、上限300千円）【個人】
ドローン操縦免許費用助成（補助率3割、上限100千円）【個人】 ホジョリツ ワリ ジョウゲン センエン コジン ソウジュウ ホジョリツ ワリ ジョウゲン センエン コジン		R７～		4.5				農業分野における担い手の高齢化が顕著である本町において、スマート農業を促進することで、町の農業力の維持と発展を促し、労働力不足等を起因とする耕作放棄地の発生を抑制する。 ノウギョウ ブンヤ ニナ テ コウレイカ ケンチョ ホンチョウ ソクシン ノウギョウ リョク イジ ハッテン ウナガ ロウドウリョク ブソク トウ キイン コウサク ホウキチ ハッセイ ヨクセイ

				徳島県阿南市 トクシマケン アナンシ		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		路線バスキャッシュレス推進事業		○		市内の路線を運行する路線バス事業者のキャッシュレス決済（ICカード）の導入費用を補助
補助対象事業者：徳島バス株式会社 シナイ ロセン ウンコウ ロセン ジギョウシャ ドウニュウ ヒヨウ ホジョ ホジョ タイショウ ジギョウシャ		R7導入 ドウニュウ		16.2				利用者ごとの乗降場所が把握でき、利用状況が可視化される。
インバウンド需要への対応強化及び利便性の向上。
定期券不正利用防止により運賃収入が１％向上。
【事業の導入費用に対する一部補助】 リヨウシャ ジョウコウ バショ ハアク リヨウ ジョウキョウ カシカ ジュヨウ タイオウ キョウカ オヨ リベンセイ コウジョウ テイキケン フセイ リヨウ ボウシ ウンチン シュウニュウ コウジョウ ジギョウ ドウニュウ ヒヨウ タイ イチブ ホジョ

		市町村 シチョウソン		8		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		情報システム標準化事業 ジギョウ				標準準拠システム移行に伴う機器整備 イコウ トモナ キキ セイビ		R7		39.0				住民記録、税、子育て、福祉など、自治体の主要な２０業務を処理するシステムについて、令和７年度末までに、国が定める仕様書に基づいた標準準拠システムへの移行を計画的に進めます。

		市町村 シチョウソン		秋田県大仙市 アキタケン ダイセンシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		学齢簿就学援助システム ガクレイ ボシュウガクエンジョ				未電算化学齢簿就学援助システムを新規導入（標準化補助金対象外）
マイナポータルとの連携
オンライン申請への対応 ミデンサンカ ガクレイボシュウガクエンジョ シンキ ドウニュウ ヒョウジュンカホジョキン タイショウガイ レンケイ シンセイ タイオウ		R7.6調達、R7.11稼働 チョウタツ カドウ		19.4				・窓口への来庁不要
・申請書等への記載軽減
・教育委員会業務システムへのデータ連携 マドグチ ライチョウ フヨウ シンセイショ トウ キサイ ケイゲン キョウイクイインカイ ギョウム レンケイ

				石川県能美市 イシカワケンノミシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		標準準拠システム導入関連事業 ヒョウジュンジュンキョ ドウニュウ カンレン ジギョウ				デジタル基盤改革支援補助金の補助対象外であるオンプレミス環境への申請管理システム（総務省仕様準拠）及び縮退環境等の構築並びにクライアントPCの設定、ソフトウェア購入及びネットワーク機器購入 ホジョタイショウガイ カンキョウ シンセイカンリ ソウムショウ シヨウ ジュンキョ オヨ シュクタイカンキョウ ナド コウチク ナラ セッテイ コウニュウ オヨ キキ コウニュウ		R7導入 ドウニュウ		21.9				標準準拠システムへの移行を着実に実施するとともに、申請管理システム導入によりマイナポータルから標準準拠システムへの申請データの連携を可能とする。また、ガバメントクラウド及び通信回線の障害時におけるサービス提供水準を維持する。 ヒョウジュンジュンキョ イコウ チャクジツ ジッシ シンセイカンリ ドウニュウ ヒョウジュンジュンキョ シンセイ レンケイ カノウ オヨ ツウシン カイセン ショウガイ ジ テイキョウスイジュン イジ

				9		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		標準準拠システム導入関連事業（原票管理システム）				デジタル基盤改革支援補助金の補助対象外である標準化対応のためのシステムのプログラムのバージョンアップにかかる費用 ヒョウジュンカ タイオウ ヒヨウ		R7導入 ドウニュウ		6.6				標準準拠システムへの移行を着実に実施するとともに、課税に必要な情報を適切に管理することにより住民サービスの提供水準を維持する。 カゼイ ヒ ジョウホウ テキセツ カンリ ジュウミン テイキョウ イジ

				石川県能美市 イシカワケン		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		標準準拠システム導入関連事業（福祉給付システム）				デジタル基盤改革支援補助金の補助対象外である標準化対応のためのシステムのプログラムのバージョンアップにかかる費用 ヒョウジュンカ タイオウ ヒヨウ		R7導入 ドウニュウ		8.1				標準準拠システムへの移行を着実に実施するとともに、障害者の情報管理や医療費の給付事業を適切に実施し、住民サービスの提供水準を維持する。 ショウ ガイ シャ ジョウホウ カンリ イリョウヒ ジギョウ テキセツ ジッシ

				石川県能美市 イシカワケン		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		標準準拠システム導入関連事業（健康管理システム）				デジタル基盤改革支援補助金の補助対象外である標準化にあたり健康管理システムを構築するミドルソフトウェア及びAWS内でリモートでシステムの環境を構築するための費用 ケンコウカンリ コウチク オヨ ナイ カンキョウ コウチク ヒヨウ		R7導入 ドウニュウ		46.4				標準準拠システムへの移行を着実に実施するとともに、健康管理システムにおいて健診データ等を適切に管理し、予防接種や健診の案内などステージに応じた案内を発送することにより住民サービスの提供水準を維持する。 ケンコウカンリ ケンシン テキセツ カンリ ヨボウセ ケンシン アン オウ アンナイ ハッソウ

				石川県能美市 イシカワケン ノミシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		標準準拠システム導入関連事業（国民健康保険特別会計繰出金）				デジタル基盤改革支援補助金の補助対象外である標準化対応のためのガバメントクラウド接続に必要なネットワーク機器等の購入及び標準準拠システムの稼働に必要なソフトウェアに係る費用 セツゾク キキトウ コウニュウ オヨ ヒョウジュンジ カドウ ヒ カカ ヒヨウ		R7導入 ドウニュウ		44.9				標準準拠システムへの移行を着実に実施するとともに、国民健康保険システムにおいて資格の管理や保険料の賦課、給付業務を適切に実施することで、住民サービスの提供水準を維持する。 コクミンケン シカク カン フカ キュウフ テキセツ ジッシ

				京都府精華町 キョウトフ セイカチョウ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		自治体情報システムの標準化に係る関連システムの改修事業 ジチタイジョウ ヒョウジュンカ カカ カンレン カイシュウ ジギョウ				・令和７年度次期市町村基幹業務支援システム（福祉医療業務）の移行
・公金収納データ作成サービスに係るシステム改修
・健康管理システム標準準拠システム移行に関する対応（補助対象外分） カイシュウ ケンコウ ヒョウジュン ジュンキョ イコウ カン タイオウ ホジョタ ブン		令和7年4月から令和8年3月 レイワ ネン ガツ レイワ ネン ガツ		10.0				自治体情報システムの標準化に伴い改修が必要となるデジタル基盤改革支援補助金対象外の関連システムについて、システム改修を行うことで、従来通り福祉医療や健康増進に係るサービスを受けることができるなど、住民サービスの維持向上を図る。 トモナ カイシュウ ヒツヨウ キバ シエン ホジョキン タイシ カンレン カイシュウ オコナ ジュウ フクシイ ケンコウ ゾウシン カカ ウ ジュウミン イジ コウジョウ ハカ

		リース経費を含んでいる ケイヒ フク

		市町村 シチョウソン		岡山県真庭市 オカヤマケン マニワシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		職員用パソコンリース※５年間リース ショクイン ヨウ ネンカン				職員用パソコン調達 ショクインヨウ チョウタツ		R7機器導入 キキドウニュウ		79.0				無線環境で利用可能な住民サービス提供端末を確保することにより、庁舎内外を
問わず住民サービスを提供可能となる ムセン カンキョウ リヨウ カノウ ジュウミン テイキョウ タンマツ カクホ チョウシャ ナイ ガイ ト ジュウミン テイキョウ カノウ

				岡山県真庭市 オカヤマケン マニワシ		単独事業（住民の利便性向上） タンドク ジギョウ ジュウミン リベンセイ コウジョウ		真庭市本庁舎ネットワーク高速化環境整備調達※６年間リース マニワシ ホンチョウシャ コウソクカ カンキョウセイビ チョウタツ ネン カン				真庭市本庁舎無線環境整備 マニワシ ホンチョウシャ ムセンカンキョウ セイビ		R7環境整備 カンキョウセイビ		52.0				真庭市本庁舎における住民サービス提供端末の通信環境の確保に資する ホンチョウシャ

		地域社会の諸課題の解決とは言い難い チイキ シャカイ ショカダイ カイケツ イ ガタ

		市町村 シチョウソン		5		単独事業（地域社会の諸課題） タンドク ジギョウ チイキ シャカイ ショカダイ		ロボット草刈り機の導入 クサカ キ ドウニュウ				　ロボット草刈り機の導入 クサカ キ ドウニュウ		R7導入 ドウニュウ		1.3				・園庭の草刈りは、現在、休日に保護者及び地域住民が行っているが、ロボット草刈り機を導入することにより平日夜間に自動で草刈りが可能となり人的作業の縮減が見込めるなど、子育て環境の確保が図られる。（地域課題の諸課題：e子育て環境の確保） エンテイ クサカ ゲンザイ キュウジツ ホゴシャ オヨ チイキジュウミン オコナ クサカ キ ドウニュウ ジドウ カノウ ジンテキサギョウ ミコ コソダ カンキョウ カクホ ハカ チイキカダイ ショカダイ コソダ カンキョウ カクホ
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〇 １次協議では、適債性がないと判断されたものに加え、計画の形式的な不備が

多く散見されました。

○ デジタル活用推進計画の提出に際し、

【都道府県・指定都市が事業実施者の場合】は、財政担当部局とのダブルチェック

【市区町村が事業実施者の場合】は、市区町村担当部局とのダブルチェック

を徹底するようお願いいたします。
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